コウド ケイザイ セイチョウカ ノ ベトナム イナサク チタイ ニオケル ノウギョウ コウゾウ ノ ヘンヨウ イチ シュウラク ニオケル 20ネンカン ノ ケイゾク チョウサカラ by 鎌川, 明美 & カマカワ, アケミ
（別紙様式 14） 
                              2014 年 ３月 ６日 
論文の内容の要約 
 
氏  名 鎌川 明美 
学位の種類 博士（農学） 
学府又は研究科・専攻 連合農学研究科  農林共生社会科学  専攻 
指導を受けた大学 東京農工大学 
学位論文名 高度経済成長下のベトナム稲作地帯における農業構造の変容 
－１集落における 20年間の継続調査から－ 
 
【論文の内容の要約】 
目次 
 
2002年及び 2011年農家一覧，2002 年２ha 以上層一覧                49 
 
 
機密性○情報                                  ○○限り 
論文要旨 ......................................................................................................................................................... 1 
序章 本論文の課題と構成 ..................................................................................................................... 3 
第２章 第１期（1997～2002年）：都市化への序章 .............................................................................. 5 
第１節 本章の課題と構成 ................................................................................................................. 5 
第２節 方法 ......................................................................................................................................... 6 
第３節 対象地の特徴 ......................................................................................................................... 7 
第４節 土地規模別農家数の変動 (1993～2002年) ....................................................................... 9 
第５節 農地取引の状況 (1997～2002年) ..................................................................................... 10 
第６節 稲作，サトウキビ作，養豚の状況 (1997年及び 2002年)............................................ 12 
第７節 資金及び労働力の状況 (1997年及び 2002年) ............................................................... 13 
第８節 結論 ....................................................................................................................................... 15 
第３章 第２期（2002～2011年）：都市化とコメの専作化 ................................................................ 22 
第１節 本章の課題と構成 ............................................................................................................... 22 
第２節 方法 ....................................................................................................................................... 23 
第３節 対象地の特徴 ....................................................................................................................... 24 
第４節 対象地における農家構成の変化と土地取引 (1997～2011年) ...................................... 26 
第５節 稲作，サトウキビ作と養豚の状況 (2002年及び 2011年を中心に) ............................ 29 
第６節 養豚の生産力 (2011年) ..................................................................................................... 32 
第７節 結論 ....................................................................................................................................... 34 
終章 要約と結論 ........................................................................................................................... 44 
引用文献 .......................................................................................................................................... 46 
2 
 
序章 本論文の課題と構成 
農民層分解論は、古典的には、農業内的に完結的に進行する三つの過程すなわち生産力
発展→農家蓄積→階層・階級性変化という単一的な論理においてとらえられていた。（田代、
宇野、宇佐美 1975） 
我が国においては、高度経済成長期の昭和後期に、伊藤、梶井らがこの生産力格差を背
景とした借地型上層農1と土地持ち労働者への両極分解の進行を主張したのに対して、磯辺、
田代らは地域の農外労働市場における低位な賃金水準が兼業農家の滞留をもたらすと強調
してきた。（山崎 1996） 
しかし、両者に共通した見解として、自作採算地代から乖離した地価の上昇が、自作地
拡大の可能性を喪失させ、農地を生産財から資産へ転化させたとしている。（田代、宇野、
宇佐美 1975、梶井 1987） 
ドイモイ期のベトナム・メコンデルタの農業構造動態については、山崎（2004ab、2007）
が 1990年代半ばにカントー省おける農家調査データから、階層間稲作生産力格差を背景と
した農民層内部の両極分化傾向を指摘した。また 1992~2001 年の統計データを分析した高
橋（2006）の研究、2000 年代半ばのアンイャン省における農家調査データを分析した後藤、
泉田（2009）の実証研究があるが、いずれも稲作生産力の観点から構造変動を説明し、都
市的な土地需要の影響については論じていない。また Marsh、 MacAulay、Hung（2006c）
は 1990 年代後半から 2000 年代初頭までの実証分析から両極的な階層分化に基づく農業・
農地政策のあり方を提言し、そのなかで土地使用権の価値に言及しているが、地代及び使
用期限が地価の決定要因（農地使用から将来的に得られる利益の現在価値）であるとし、
やはり都市的な土地需要の影響は考慮していない。 
唯一、これを論じたのは、山崎（2004ab、2007）であり、1990 年代半ばに、先のカント
ー省における典型的純農村と都市近郊に位置するロンアン省の調査村を対比させ、後者で
は農地売買市場に対する都市的な土地需要が構造変動に影響し、低収益性稲作農家の農業
滞留が生じる一方で、優良地の囲い込みや割高な借地料水準から上層農の収益性が一層圧
迫されていると論じている。 
現地英字紙ベトナムニュースの最近の報道（2013年９月 22日）では、メコンデルタの零
細な稲作農家はその収益性の悪化から、子供を大都市近郊の工業地区に働きに出し、さら
に世帯主自らも先祖伝来耕してきた農地すら手放し離農するという事例が紹介され、休耕
地の全国的な広がりが懸念されている。山崎の研究から 20年余りを経た今日、この報道か
らは以下の仮説が成立する。第１に農工間所得格差を背景とした若年労働力の農業離脱が
生じていること。第２に、現役の農家が不安定な農外就業機会を選択しうるほど自作地採
算地代と乖離して地価が高騰したこと。第３に、専業的な農家の自作地拡大が制約される
のに対して、購入者は農地を資産として保有することから休耕地化が懸念されるというこ
                                                   
1
 ただし，借地型上層農の上向展開は，借地権の安定性と農業剰余から支払い可能な借地料
水準を前提とした（梶井 1987）。 
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とである。 
本研究は、山崎が研究した 1990年代半ば以降の十数年間に焦点を当て、高度成長期のメ
コンデルタ稲作地帯における農業構造動態の今日的段階及びこの変容を貫く論理を明らか
にする。具体的には、１集落を対象に約 20年間計４回実施された時系列的な悉皆調査デー
タ及び 2011～2013 年に個別に農家調査したデータを用いて、農業生産力という内在的な要
因及び都市化による土地需要という外在的な要因の両方の視角から分析を行う。研究対象
時期は、全国的に地価が高騰した 2000 年代初頭（1997~2002 年）を第１期とし、本論文の
第２章でこれを論じる。また、省再編を契機に対象地を貫通する国道が拡張された 2004年
及び対象地に隣接した大学の研究施設が教育施設に改編された 2011 年を含み、都市化が進
展した 2002～2011年までの 10年間を第２期とし、第３章で論じる。第３章では、稲作及び
複合部門としての養豚の経営展開についても、その実態を論じる。 
 
第２章 第１期（1997～2002年）：都市化への序章 
2002年の農家諸階層の経営の特徴を次のように総括することができる。 
１. ３ha以上層は団地的に集積された土地を保有し、その恵まれた土地基盤の上で、土
地を担保に比較的多額の融資を受けながら、集約的な水稲多期作、労働粗放的なサトウ
キビ作、更には、副産物の有効利用による家内労働力燃焼的な養豚を巧妙に組合せ、多
作目に展開する大規模複合経営であった。 
２. ２~３ha 層は、３ha 以上層に準じて養豚を導入するも、土地集積の過程でむしろ水
稲作に集中し、集約的な水稲多期作経営を展開していた。こうして、1997年には１~２ha
の中間規模層で経営複合化の動きが顕著であったのが、2002 年には、より上層の２ha 以
上の規模階層に複合化の担い手が移動したわけである。ただし、2002年には、1997年に
は見られなかった２ha 以上層の対象地外への転出も検出された。これには対象地内で団
地化した農地の確保が困難になったことから、地価急騰を契機に、より条件のよい地へ
転出した上向性の展開が考えられる。 
３. 対象地内の農地の大半を占める零細または中間規模層の 0.1~２ha 層、なかでも１
~1.5ha層は、水稲多期作経営へと展開する一方で、養豚の縮小が見られ、資産形成を意図
したと考えられる土地購入の動きが認められた。また 0.5～１ha層は、積極的な借地によ
り規模拡大する稲作農家と自給しつつ兼業で生計を立てる農家に分化する規模階層であ
ると考えられる。 
４. 最後に、0.1ha未満の土地なし・零細層は増加した。ただし、ここには流浪する労働
者の大規模な転出入及び地価急騰に即応した分家の急増が含まれていた。 
1997年から 2002年の５年間に、本対象地における土地規模別の農家構成は両極分化の傾
向が鮮明になり、そのうち上向展開の動きを規定する要因としては、中間規模層～大規模
層における水稲の多期作化や養豚などの複合作目の導入による農業収入の拡大を意図した
農家の経営展開が確認された。しかしその一方で、地価の急騰を契機に出現した分家の急
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増、投機的な農地購入の動きは、資産形成を意図して農地市場の変化に即時に対応した農
家の動態をも示している。対象地の平均的な姿としての水稲専作化、規模拡大に伴う圃場
分散や上層農家の転出、家族数の減少傾向は、既に、規模拡大や作目の複合化を通じた農
家経営の展開の難しさを示しており、これ以後更なる都市化の進展が見込まれるなか、農
業構造が大きく変化していく予兆とみなすことができる。 
 
第３章 第２期（2002～2011年）：都市化とコメの専作化 
2011年の各階層を次のように描くことができる2。 
第１に零細層、特に 0.1ha未満層は、分家した、臨時的な雇用による賃金労働を主な収入
源とする世帯が過半を占め、その上位の 0.1～0.5ha 層とともに養豚、稲作などによる営農を
含む複数の収入源から生計を立てる「貧農・半プロ層」的階層を構成する。また今期、農
地の使用権は資産として保持するが耕さない「農村小企業主」的自営業転出者が出現して
いた。 
第２に中間規模層は、水田の賃借を主に最も活発に農地を集積し、大規模層に匹敵する
コメの生産成績を実現していた。一部の農家は農業機械を導入した耕耘又は収穫作業を請
負、機械投資と労働力の完全燃焼により農業収入を最大化する努力が見られた。また、女
性労働力を駆使して展開する養豚部門は飼養規模が最も大きく、稲作に屑米を利用した酒
造を組合せ、高次の中間生産物である酒粕を活用した飼料費の節減による経営努力から、
その生産力は他の階層に優越していた。しかし、平均的な規模階層では稲作部門のみで家
計を維持することは難しく、家族員が農外就業する比率も高い。将来的に農外就業との賃
金格差の拡大、世代交代により、兼業化あるいは離農が一層深刻化する可能性がある。 
第３に、大規模層は購入あるいは質預かりにより規模拡大しており、豊富な雇用労働を
基盤とした稲作経営による「中農」または「富農」に相当する。しかし、今期みられた深
刻な落層傾向、また特に３ha 以上層における単収及び一部農家の補足調査から想定される
稲作生産力は、その経営規模以上の優位性は認められない。さらに、農地が資産価格化し
たことから、生産を目的とした保有地の拡大は望めず、将来的に資産としての農地の相続
は展望しても、積極的に農業経営の継承を子供に期待する農家を見いだすことはできなか
った。養豚の繁殖・肥育成績及びその収益性も他階層と比較した優越性は認められず、こ
れら上層農の生産力の低さは、農地を資産として維持することが生産目的の中に入り込ん
できていることを反映していたと考えられる。 
今期、一層進展したコメの専作化傾向は、サトウキビ作の交易条件の悪化と宅地並みに
高騰した庭地への畑地の転用許可が対象地外へのその売却を促進した結果であること、ま
た利用農地の減少により生じた余剰労働力は自作以外の就業、すなわち日雇い、兼業また
は転職に振り向けられたと考えられる。藤倉（2012）は、2012 年の調査で、カントー市の
工業区の工員の多くは、稲作を中心とした平均 0.5ha の零細農家の出身であり、周辺農村の
                                                   
2
 階層規定にあたっては田代ら（1975, p.261）の農家類型を参考にした。 
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農業の担い手が中年・高齢層(35歳以上)であるのに対して、その子弟の青年層の殆どが工員
として農外就業し、稲作経営で不足する家計を補充していると報告しており、対象地の中
間規模層に認められた多就業構造と整合する。 
ただし、藤倉（2012）によれば親子の依存関係は一方的ではなく、逆に子の世帯も親が
生産する米を中心とした食料援助がなければ、生活は苦しいという声も聞かれるという。
対象地の大規模層の農家 B では他出し農外就業した子供に援助を続けており、農家 C でも
他出した子供から孫を預かって面倒を見、また、工業区で働く娘も週末は同居し、休みに
は家族総出でサトウキビを収穫している。稲作農家の親世代と農外就業した後継世代が低
所得を背景に各々の余力に応じて支え合う共助的な相互依存関係が成立しているといえる。 
また、土地利用農家数・面積の全階層的な減少及び農地の売却・貸出傾向は、農外就業
機会と比較した農業の収益性の相対的な低位を反映すると同時に、転職し安定した農外就
業条件を確保した離農者による農地の貸出、そして何よりも農業収益の悪化による窮乏的
売却あるいは安価な農地への買い替えのための移転の増加、すなわち対象地外の、より資
金力のある不動産業者などによる農地購入の増加を意味している。こういった遠隔地から
の零細な農地保有が生産の効率化をもたらすとは考えにくく、粗放的な土地利用の増加が
想定される。 
本対象地は、1993年の調査開始以降、一貫して、１～３ha（ないし 0.5～２ha）を中心と
する中間的な規模階層を基幹的生産者としてコメの専作化が進行してきた。土壌条件から
作目選択に制約があり、かつ 2000年以降は、地価高騰及び市街地へのアクセスの改善によ
り、農地の資産価値が増大し、多くの分家と離農者を創出する一方で、コメの専作が併存
する土地利用構造となった。 
同じメコンデルタでも、例えばアンイャン省では輸出農産品としての稲作や水産養殖に
より大規模私営農場が展開されている。荒神（2013）は、地方政府機関への聞き取りから、
農家が大規模私営農場に発展した事例の共通点として、既存の分与地の広さ、技術導入の
成功及び流通網の確立した伝統的な地域特産品の生産を挙げ、これら地域での土地の流動
性の低さを指摘している。また、これ以外の大規模私営農場の成功例として、都市部の資
産家が土地の安価な農村部に莫大な資金を投資して土壌改良し、換金作物栽培をする事例
を挙げている。本対象地では、豚肉は国内市場向けであり、付加価値の高い地域特産品は
ないため、土地の流動性も高く、少なくとも前者の事例には当てはまらない。 
対象地では排水条件から機械利用が制約され、依然人力主体の収穫作業が行われ、出荷
価格においても上層農家に優位な交易条件にはなっていない。実際、これまで３ha 以上層
の農家の継続的な規模拡大は観察されておらず、今期は、大部分の上層農が利用地を減ら
し、あるいは転出した。2013年に補足調査した大規模層の農家 B と Cは、稲作だけでなく
サトウキビまたは養豚を元手に 1990年代までにその主要な規模拡大を終えており、いずれ
も地価の高騰、収益性の悪化及び担い手不足から、将来的に大規模化・複合化による発展
的な農業経営の展開は見込まれない。 
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さらに 1990 年代と比較した対象地における農業構造上のもう一つの深刻な事態として、
0.5~１ha層の分化基軸の消失、すなわち対象地で大宗を占める生産者である中間規模層の供
給源としての零細な兼業農家層の上向展開が全く見られなくなったことがあげられる。 
今期見られた0.1ha以上の農家諸階層の全般的な落層と農地の売却傾向及び集落外からの
農地利用は、稲作専作地としての限界を示しており、今後益々離農が加速する恐れがある。    
農地の転用期待を喪失させ、利用目的に沿った生産者が選別される施策へと転換しない限
り、今後放出される農地を集積し、農地を専ら農地として利用する担い手層としての稲作
上層農家の出現は勿論、存続すら期待できない。本対象地は、今後も都市化の影響を一層
受け、後継世代を中心に全階層的にその労働力が農外労働市場に包摂されつつも、当面、
稲作が零細規模で継続展開されるメコンデルタの多就業型コメ専作地帯類型に位置付けら
れると考えられる。 
 
終章 要約と結論 
 本論文は、1993～1997 年の山崎（2004ab、2007）の研究を土台に、メコンデルタの稲作
－サトウキビ作地域の零細で貧しい農村（Duong&Vo1998）の一集落を対象に、1997～2002
年までの５年間と、その後 2011年までの 10年間に、農業生産力、及び農地市場への都市的
需要が農業構造動態に与えた影響を分析した。 
第２章では、1997～2002年の間に、土地面積 0.5～１ha層を基軸とした農民層の分化傾向
3、すなわちコメの専従的な商品生産者として規模拡大する農家と、農地を喪失・縮小して
兼業化する農家が激しく交錯する姿、また、1997 年時点で他の階層に比べて稲作生産力の
優位性が認められた１～３ha の中間的規模層がその後も基幹的生産者として堆積する動態
が確認された。一方、1997 年時点に養豚を導入するなど最も活発に複合展開していた 1.5
～２ha 層は、その後は規模拡大または縮小する農家に大別され、2002 年時点に団地化した
農地を確保した３ha 以上の大規模層は水稲の多期作化に加え、中間生産物や家内労働力を
活かしながら複合展開する傾向が見られた。他方、2000 年以降に活発化した土地市場の影
響を受けて、零細層では農地を宅地転用した分家が急増したのに対して、規模拡大に伴う
圃場分散が最も顕著であった２ha 以上層に、より安価な農地を求めて、隣の集落に転出す
る農家が出現した。2000 年代初頭、対象地では、農業収入拡大のための経営展開と都市化
の端緒への対応が農業構造変動を規定していた。 
第３章では、2002～2011年の間に、対象地農家の総利用土地面積の 31％に相当する 84ha4
が対象地外の利用に転じ、その多くは畑・庭など水田以外の地目の減少、また 2002年時点
の２ha 以上層の保有地の減少に起因していたことが確認された。この間の水田及び庭地の
名目価格の中央値は、1997～2002年と比較して、各々８倍及び 37倍に上昇し、水田につい
ては資産価格化の傾向も確認された。畑地については、サトウキビ作の交易条件の悪化と
                                                   
3
 この分化傾向は，1993～2002年に一貫してみられた。 
4
 ただし，接収・返還地 10haを含む。 
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宅地並みに高騰した庭地への転用許可が対象地外への売却を促進し、結果的に対象地の農
家の作付けは水稲へ専作化した。 
また対象地では、かつて認められた階層分化基軸の消失、0.1ha 未満層の堆積に帰結する
0.1ha 以上の全階層の落層化、なかでも２ha 以上層の顕著な落層化が認められた。0.1ha 未
満層を主体とする零細層の堆積には、新設した分家、また窮乏的売却を余儀なくされた貧
農・半プロ層がその主たる要因を構成していたが、なかには農地を資産的に保有して貸出
す地主的行動もみられた。また、0.5～２ha の中間規模階層は、水田を積極的に借入れて大
規模層に匹敵するコメの単収を実現し、複合部門としての位置づけながら養豚部門におい
ては他階層に優越する生産力を有していた。しかし、家族員の農外就業比率は高く、多就
業かつ家内労働力の完全燃焼により家計を維持していた。２ha 以上の大規模層は唯一農業
所得で家計を充足する中農、または富農に相当する階層であったが、依然、農作業は人力
主体であり、特に３ha 以上層のコメの単収、また２ha 以上層の養豚成績及びその収益性に
他階層と比較した優越性は認められなかった。これら上層農の生産力の低さは、農地を資
産として維持することがその生産目的に入り込んできていることを反映していると考えら
れた。このように対象地では、もはや農業生産力の農家階層間格差が農業構造動態を規定
する主な要因とは言えず、むしろその全般的低収益性が、若年世代を中心とする転出と農
外就業、２haの比較的規模の大きい階層にまで至る兼業化、また全階層的な落層化と 0.1ha
未満の零細層の堆積を余儀なくさせていた。他方、都市的な土地需要が農地市場を包摂し
たことから、農業採算からの農地の購入を制約した一方で、２ha 以上層を中心とする農地
の売却と転売を目的とした対象地外からのその購入と資産的保有をもたらした。 
 以上を総括すると、対象地では、1990 年代に稲作生産力格差を背景に農民層が階層分化
し、特に 1990年代後半には、稲作に加え、複合作物の生産力の優劣が中間規模層の両極分
化に影響していた。しかし、2000 年代初頭からは都市的土地需要がそれまでの農業生産力
格差を背景とした階層分化を停滞させ、農家全般、なかでも大規模層ほどその農地を放出
させた上で土地なし零細層の堆積を顕在化させた。すなわち、農業生産力格差より土地投
機の影響が農業構造動態に対して規定的意味を持つようになった、と言える。 
本論文では、地域労働市場の賃金構造に立ち入っておらず今後の研究課題として残され
る。しかし、常時雇用者であっても副業が一般的にみられ、農家の親元から仕送りを受け
続ける実情があることから、地域の労働市場一般には低賃金構造が一貫している可能性が
高い。対象地及びカントー市（藤倉 2012）では、稲作農家の親世代と農外就業した後継世
代が低所得を背景に各々の余力に応じて支え合う共助的関係が確認されている。このため、
地価がいくら高騰しても、自ら農地を売却して農業離脱する農家は限られ、むしろ農地を
切売りして零細化し副業の比重を増やす、または２ha 以上層の農家の隣の集落への転出に
みられたように、農業を専業的に続けるために都市化の影響の少ないより地価の低い農地
に移動する農家もいるのではないだろうか。 
都市化の影響は、1997 年にはホーチミン市に隣接するロンアン省で確認されていたが、
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2000 年以降、対象地で見られたような地価の上昇及び省市間の幹線道路の再開発、さらに
序章の報道（Vietnam News、22 September 2013）のように工業団地の建設などのインフラ整
備に伴いメコンデルタの各地に波及した。こうした下では、対象地で観察された①農地の
資産的保有の影響を受けた粗放的な土地利用の蔓延、②農業収益からの農地購入の制約、
③稲作農家の零細化が、デルタ内部でも広範に見られるものと考えられ、他方で、農外就
業した若年世代も必ずしも充分な賃金が確保できる状況にないことから、農家の親世代と
の共助的関係が維持され、大宗を占める零細かつ多就業型の兼業農家が、今後も滞留する
ことが展望された。 
